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イントラネットと組織構造の関係
伊藤孝夫＊

The Re lat ionship between the Intranet and Organizat ion Structure

                                        Takao I to''
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1. まえがき

 組織構造は、組織設計によって人為的に形成されるもの

と、自然発生的に生成されるものの二種類に分けられ、そ

の形態はおおむね職能的組織事業部＄il組織マトリック

ス組織プロジェクト組織などに分けられる。組織を、. コ

ミュニケー一・一ションコストを最ノ」叱にしょうとする制度的

な存在である［伊藤(1997)，129頁］と理解すれば、いか

なる組織構造も、その構成員のコミュニケーションという

相互作用のプロセスとその外部環境の変化によって決定

されるものであるといえよう。一方、競争のルールと基準

の変更やビジネスの範囲の再定義をもたらす情報技術は、

現存の組織プロセスを支援しながら、新たな組織構造の変

化を促している。組織構造と情報技術との関連は理論的に

，は①互いに独立している、②順次的に適合関係である、

③双方向的に適合関係であるという三形態にまとめられ

ている［Venkatraman(1991)，122-157頁］が、実際には、

情報技術の発展はつねに組織構造の変革をリードしてい

るため、組織にその情報技術を導入し、経営情報システム

を構築する際に、企業組織のコミュニケーション様式を変

化させ、組織の構造変化を促している。

 本稿は、上述の立場に立って、情報技術と組織の構造と

の関係を考察ずるとともに、企業の経営情報システムに新

たな方向を示そうとするものである。

・2. 情報技術とイントラネット

 情報システムの発展過程は自然発生、集中処理、分散処

理、統合処理の四段階に分けられる［末松(1991)，117

頁］。統合処理段階においては、コンピュータの普及にと

もなって、コンピュータが有機的に連結され、コンピュー

タネットワークが実現される。コンピュータネットワーク

は、まず建物や敷地内部で多数のコンピュータを接続する

という構内通信網(IAN)の形で構築されている。この
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(出所)大岩伸之著(平成8年)『図解イントラネット入門』9頁，㈱オーム社

離れた場所のLANの接続ぱW:Nという広域ネットワー

ク技術によって実現され0、る。

 上述の各ネットワークをグローバルに連結するのがイ

ンターネット技術と呼ばれ、1969年頃軍事利用のARP

Aネットや大学間の情報交換などの学術ネットワークを

含めた自律分散ネットワーク研究へと発展してきた。

1995年の秋に、はじめてイントラネット(lntratiet)の概

念力、覗唱され、ビジネス界の注目を集めている6

2. 1. イントラネットの概要と構築

 イントラネットはインターネットの技術やツールを利

用しで構築した組職内情報システムを指す6ここでいうイ

ンターネット技術とは、インターネットの基盤となってい

るTGPπPの標準プロトコル、電子メール、 WWWサーー

バーなどを意味する。つまり、イントラネットは、インタ

ーネット技術を利用して経営情報システムを構築する技

術であり、構造的にはWWWサ・・一一バーより内部のLAN

システムを意味する。したがって、外部のネットワークと

区別して、内部という意味を持つイントラ(lntra→の名

前が付けられている。その概要を図で表現すると、第1図

のとおりになる。

 それぞれの組織には、独自のネットワークインフラだ

けでなく、独特な業務内容、情報システムの要求があるの

で、具体的なイントラネットの構築方法も異なっている。

しかし、成功した事例の分編結果からわかるようにイント

ラネットの構築には、次の三つの段職こ分けちれる。. 

Res.  Rep.  of Ube National CblL of Tech.  No.  44 March 1998
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 1)企業内のIANをインターネットと接続して電子メ

   ールの交換など情報を発信できる環境を整備する

   こと

 2)社内用WWWサ・一一一バーの設置とクライアント・サ

   ーバーシステム((lient，Sever Ssrstem)の構築

 3)すべての社内業務の移行

第一段階では、主に電子メールや電子掲示板などのプロ

トコルの問題である。通信ネットワークば通常OSI(Qpen

Sygtem lnterconneCtion)と呼ばれる7階層のネットワ

ークプロトコルによって構成されている。その中の

TCPπPはインターネットを利用するための必要条件で

ある。企業内ネットワークを構築する際には、必ずしも

TσPπPを採用しなければならない理由はない。たとえば、

ネットウェアサrバーを利用する場合、IPX SSFXという

プロトコルで十分対応できる。しかし、社内のWWWサ

ーバーを設置するという第二段階の作業を考えると、

TCPπPを取得しておかねばならないことがわかる。

 第二段階のWWWサーバ・・…は、具体的に①社内の各部

門からの一方面に知らせるサ・一・・ビス、②業務や、過去の

情報を検索するサービスの役割を果たしている。イントラ

ネットにおけるクライアント・サーバーシステムは、従来

のそれと比べると、WWWサーバーにある同じHTML
ファイル型式で記述されたプログラムファイルをダウン

ロードして使用できるので、メンテナンスが容易になり、

また、インターネット上の連携操作もスムーズに行えるよ

うになるというメリットをあわせ持っている。WWWサー

バーのソフトであるブラウザはNetscapeや:［rrternet

Explorerなどがあるので、インターネットにアクセスす

るためのWWWブラウザを選考する際に、第三段階の社内

業務やそれに関する社内のデータベースやオペレーティ

ングシステム(OS， Qperating System)を考慮する必

要がある。

 第三段階では、メインフレームの基幹業務をもイント

ラネットに取り込むことを目標としているため、業務の移

行にともない、社内の情報をWWWサY一・・バーとデータベ

ースシステムや文書情報システムとの間に双方向的にア

クセスできることが重要である。

 このように構築されたイントラネットは従来の社内ネ

ットワークと比べると、保守・運用の容易さ、オープンな

環境へ対応できるという情報システム構築側のメリット

を持っている。

22. イントラネットの問題点と特徴

 ところが、オープンな構造を持つイントラネットがた

やすく接続できるがゆえに、情報機密性が薄く、ホストコ

ンピュータへの不正アクセスや不正利用とデータの盗聴

と改窟の危険をあわせ持っていることを指摘しておかね

ばならない。

 秘密情報へのハッカーの不正利用やクラッカーの電子

メール爆弾とウィルスの侵入などの外部からの不正アク

セスは企業経営にとって、脅威になる。それを防ぐため、

イントラネットにセキュリティの対策がとられている。そ

の対策として、考案された方法は次の通りである。

 1)サ・一・・一ビス提供者による方法

   ここでいうサービス提供者はプロバイダーを意味

   し、ユーザーDやパスワードによる利用者を特定す

   る方法を意味する。

 2)ファイアーウォール技術

   これはアクセスセキュリティのことを意味し、次

   の三つの方法が含まれている。

    ①ルータによるファイアーウォールの設置

    ②ファイアーウォールサ戸バーの利用

    ③ルータとファイアーウォールサーバー両者の

     混合利用

 3)情報の暗号化技術

    秘密鍵、公開鍵およびデジタル署名などのセキ

    ュリティ方法が利用されている。

 これらの対策のな掴こ、もっともよく使われるのはファ

イアーウォールサーバー(F廿ewa至1 Sever)の設置である。

ファイアーウォールナーバーは、社内LANとインターネ

ットとの間に設置され、その間の通信を制御し、通過する

データを選別け'る装置でもある。その役割は、上述の内部

ホストコンピュータへの不正行為(不正アクセス、不正操

作)を避けることができ、サービスの中継機能で、内部ユ

ーザのインターネットサービスの利用を可能にすること

が取り上げられる。

 このファイアー一一・ウォールサーバーのソフトウェアを

WWWサーバーと同トのマシンに設定し、同居させるこ

とができるが、ファイアーウォールサーバーの性能を確保

するため、専用マシンに設定されたほうが良いと思われる。

 また、同一企業内遠隔地にあるイントラネット内の通

信問題は、バーチャル・プライベート・ネットワーク

 (Virtnvil ｝hivate Network仮想転私設網｝を構築すれば

解決できる。これはイントラネットの拡張形i式であるとい

えよう。従来の専用回線のネットワークと比べると、低コ

ストの構築力応能であることと、企業内イントラネットの

新規取引先や協力企業への拡大を容易にすることのメリ

ットをもっている。その構築方法は、①IPプロトコル

を用いながら、閉域ネットワークを提供するプロバイダー

のサービスを利用するネットワーク方法と、②インター

ネットに、暗号技術を利用した仮想の専用道路をつくり、

あたかも自分専用のネットワークのように利用できるユ

ーザシステムの方法がある。

 ユーザによる構築の方法は、通常暗号化技術を利用して

行われており、通信帯域が保障されないことや伝送速度が

宇部工業高等専門学校研究報告 第44号 平成10年3月
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安定していないことなどのデメリットを持っているため、

プロバイダーのサービスによるネットワークの構築方法

が有効ぐあると考えられる1。このセキュリティ問題のほ

か、①HTMLの作成を目的とするWWWサrバーはきめ
細かなアプリケーションソフトを作成できないこと、②

データベースの更新に弱い、③WWWサーバーにおける

データの流れは一方通行的であること、④グループウェ

アの機能を持っていないこと、さらに⑤バッチ処理が難

しいなどの難点があると指摘され、イントラネット導入の

提唱はコンピュータ業界の陰謀であると批判されている

［亀井(1996)1。しかし、これらの難点はいずれもJam

言語の利用やグループウェアの導入で解決でき、または緩

和できると考えられる。確がこ、グンレrプウェアは、情報

共有のほかくホワイトカラーの生産性の向上に貢献できる

電子メール、電子掲示板、ファイリング機能、スケジュー

ル管理、ワークフローなどのコミュニケーション機能を提

供しているので、注目を集めている。ところが、グループ

ウェア同士の間に、それぞれの開発元の仕様で設計されて

いるので、互いに互換できないのが現状である。現在、オ

ープンな接続環境を持つイントラネットとグルーープウェ

アとの融合が進行しており、商者の境㈱弓捌できなく

なっている。それは、おもに①ブラウザからアクセスで

きるように既存のク〉レープウェアを改良した製品、②ブ

ラウザから既存のデータデータベースに接続し、データ検

索ができるようにしたソフト、および③ブラウザから

WWWサrバーを介して既存の基幹業務システムに接続

できるようにしたソフトの三つの方法で融合を進めてい
る。』 J発済みの製品は、ロータスの「Not e8」、富士通の

rTeam W:A:RE(茄oe」、日本オラクルの『Webserverj、

NECの「Star:Enterprise」などが取り上げられる。'した

がって、長期的な視点に立ってみると、上述の諸問題より

も、セキュリティは大きな問題の一つであろうと考えられ

る。

従来の情報システムと比べると、利用者の立揚からみれ

ば、以下の特徴がみられる。

 まず採用した要素技術が異なる。ここでいう要素技術

とは、ネヅトワークの構築技術と運用の基礎技術を意味す

る。具体的にいうと、WWWサv一・:バー、 WWWブラウザの

利用などのインターネット技術である。WWWブラウザ

1ユーザによるVPNの方法とネットワークによるVPN

の方法の違いを図で示すと、以下のとおりになる』

の利用は、①優れたユーザインターフェースが実現でき

ているので、操作が簡単で、従来の利用研修なども不要に

なること、②外部のWWWサrバーの情報をそのままア

クセスでき利用できること、および③リンク技術を使っ

て、遠隔地の利用者との情報共有をも実現できることなど

のメリットを有している。

 第二に、情報システムの構築費用は、ソフトウェア、

研究開発費、研修費などに分けられるが、安価または無料

のソフトウェアを利用すれば低コス玉で導入・運用でき

投資の効率性を向上させることができる。

 第三に、イントラネットを利用する場合、インターネ

ットにおけるアクセスのレスポンスタイムがトラピック

の影響を受け、著しく低下することがあるが、プロクシサ

ーバーやミラーサーバーの利用を通じて効率的な情報シ

ステムの構築ができる。

3. イントラネットの利用実態

 イントラネットぱ従来の情報システムと異なって、一つ

の技術集積であると同時に、情報システムを構築するプラ

ットフォームでもある。プラットフォームの沈殿化現象が

進行する中で、イントラネットは長期的に定着する傾向を

見せている。第2図の日米両国のイントラネット利用状況

を見てわかるように、コーポレイト・ベイヤーズ・サーベ

イ社の調査によると、アメリカではすでに職場にイントラ

ネットを導入している企業は54％に達しており、考えて

いない企業はわずか2％にすぎない。それに対して、日本

では、NITの調査によると、導入済みの企業は全体の1

2％にすぎず、まったく関心がない企業でさえも9％を占

めている2。これらのデータからわかるように、イントラ

ネットに対する日米両国の認識の差が存在することを示

していると同時に、日本ではイントラネットのさらなる発

展の可能性を示唆するものであると考えられよう。

a1. イントラネットの商用理由

 イントラネットは、決して一社内だけに開かれたシス

テムではない。先に述べたように、インターネットの最大

のメリットは、そのオープン性をもたらした接続性である。

つまり、世界中のほとんどのコンピュータと接続でき、「ア

クセスすることができる。しかも、バケツリレー方式の伝

送方式のため、合理的なフラット料金で運用でき、経済的

である。したがって、企業内情報システムの

イン，一象7ト

サ剛り一ピ轟

                り      しハ   ユーザyxeムrcよるVPNvs''       3vトワ. . orcseVPNeNn

(出典)MTイントラネット研究会膨ントラネットと(X珊

2日経情報ストラテジ」では、米国のデータとの比較を行

う際にファーラム来揚者に対するアンケ・一一'ト調査を実施

した。これらのデータは、フォーラムの参加者である故に

データの偏りがあると考え、MTのデータを採用した。

Res.  Rep.  of Ube National Coll.  of Tech.  No.  44 March 1998
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第2図 日米両国のイントラネットの導入状況
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繭「一田構築中

アメリカにおけるイントラネットの導入状況

(出所)N'1'1'イントラネット研究会(1997)豚ントラネットとOCN』25瓦MT出版;

   『日経情報ストラテジー』83瓦1996年12月号の資料をもとに作成

構築は、イントラネットの内容の一部にすぎない。企業の

取引先、業務提携先、および業務委託先や特定の顧客など

の企業外部との連結は、企業戦略として重要性を持ってい

る。顧客や取引先など特定の企業の情報ネットワークをイ

ンターネット技術で接続する手段はエクストラネット

 aimnet)と呼ばれている。

 このようなエクストラネットも、すでに利用されてお

り、コスト肖i賊納期の短縮、顧客満足度の向上などの実

現で、企業の経営に大きな役割を果たしている。

 したがって、イントラネットにおける組織の概念は、

法律上の特定の企業というフォーマルな経営組織はもち

ろん、組織同士、または組織と個人、ないしは個人同士間

の連携によって形成された系列企業やプロジックトチー

ムなどのインフォーマルな組織などをも含むことを意味

する。言い換えればこ湘ま、一つの企業内の情報システ

ムにとどまらず、外部の協力会社、関連企業をも含めた情

報ネットワーク型組織形態であると理解できよう。アウト

ソー・・一・シング戦略やファブレス生産体制が強調される今日

では、エクストラネットこそ、イントラネットの重要な構

成部分になり、企業の経営戦略を実施するときの重要なツ

・一・・一汲ﾅあると思われる。

 現在の日本では、このような広義なイントラネットは

デルコンピュータ、富士通などのコンピュータ業者だけで

はなく、建設業者の大成建設、出版関係の学習研究社、パ

チンコ部品メーカーのダイコク潮幾および東京ガス、ファ

ミリーマートなど各分野の会社に利用されている。その商

用理由を整理すると、次のようになる。

①稟議意思決定の迅速化

②広告・宣伝システムの促進(自社事業のアピール等)

 ③新規ビジネスの開拓

 ④スケジュールの管理

⑤文書・書類の管理(RDB3の禾1括用)

⑥流通の変革

⑦企業内外の伝票の電子化

⑧受発注管理システムの構築

⑨部品調達システムの活用

 これらの商用理由の共通点を抽出すると、情報の共有

にまとめられる。それでは、情報の共有がどのように実現

されているかについて、ダイコク電機の事例の考察を通じ

て分析してみよう。

3. 2. ダイコク電機の事例

 ダイコク電機は、パチンコの関連機器の製造・販売メ

ーカーであり、「777」など大当たりの絵柄を表示する

パチンコの液晶ユニット、当たりの穴に玉が入ったことを

関知する「チャッカー」、ランプなどの中核部品を生産し

ている会社である。ところが、パヂンコ産業の特質ともい

えるパチンコ機器を生産しているため、ダイコク電機は主

に次の二つの問題に直面している。

①繁1亡期と閑散期との受注量の格差問題

年末・年始、お盆、ゴールデンウィーク前の新装開店時

に、パチンコ台の注文が集中するので、閑散期の受注量と

比べると数倍の差がある。

 商品のサイクルは大体3ヶ月から6ヶ月までの短い期

3Rdlational DataBaseの略で、関係データベースを意味

する。

宇部工業高等専門学校研究報告 第44号 平成10年3月
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第3図ダイコク電機のイントラネット概要

ダイコク電機高臓寺工場 協カエ鳩(約40カ所)

本裡の轟幹叢務システム

@一報系サーバービデオサーバー 圃像サーバー
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(出所》『日経情報ストラテジr』1997年112月号，1α7頁をもとに作成一部加筆

間に加え、年ごとに新機種の導入を要求されているので、

見込み生産はできない状況である。'

②リードタイムの短さ

パチンコ台のライフサイクルが短いため、短期の集中生

産が必要である。多くの部品の納期はr二二以内であり、

二日間以内の納期も少なくない。パチンコ台の機種ごとに

使用する部品が異なるため、共通化した仕掛かり部品の事

前生産ができないので、事態を「層深矧ヒしている。. 

 このような問題はパチンコ部品メーカーだけでなく1ス

キーの関連製品や暖房器具などの業界も抱えている問題

である。これからの情報化時代において、製晶のバーチャ

ル化が進み、企業の効率的な生産を実現するために、顧客

の必要とする商品を、必要な数量で、必要な時に、生産し、

供給するいわゆるトヨタのジャストインタイム生産方式

がつねに要求されることを考えると、これらの問題は、企

業経営の一般的問題であるといえよう。

 ダイコク電機は、上述の問題の解決策を模索しながら、

多くの試行錯誤を経て、情報システムのプラットフォーム

としてのイントラネットの利用に定着している。1996年

10月から「wd㎜」というイントラネットを構築
し、同社の高蔵寺工揚と約40社:の協力工揚との間にイン

トラネットという一つの情報ネットワークを形成した。

 協力工場ま電機・電子部品の組立作業を中心としている

ので、検査機器の使用方法や部品の組立のノウハウなどが

ダイコク電機の技術指導の内容となっている。これを支え

る情報システムは動画像を含めたマルチメディアの情報

を容易に取り扱えるWWWサーバーを核に再構築した

「WO㎜」である。これを図で示すと、第3図のと
おりになる。

 ダイコク電機でほ、生産量の9割は協力工場に委託し、

残る1割は自社の高蔵寺工場で生産している。この1割の

生産は、 「協力工場に提供する製造技術を蓄積するため」

を目的としている。したがって、ダイコク電機は、柔軟な

生産体制を保っために、アウトソーシング生産戦略をもっ

ており、ファブレスの生産体制をとっているといえよう。

このファブレス生産体制を有効に実施するために、解決

しなければならない問題は、協力工場の確保である。

 協力工場の確保について、ダイコク電機は、自動車メ

ーカートヨタなどと異なって、企業系列的な組織形態をと

っていない。WWWブラウザを用いて、生産委託の製品番

号と実物写真を表示させ、それぞれの納期、数量、工賃な

どの詳細な取引働「WO㎜㈱されており、
「公開入札」制度を導入している。数多くの受注希望者の

なかから、過去の取引実績や取引条件を考慮し、受注者を

決定する。

 受注者iは、受注部品の生産方法や借り入れた製造機器の

齢WO㎜のWWWブラウザ撒、音
声、動画像をアクセスして学習することができる。つまり、

ダイコク電機は、WWWサ｝バーの利用で、協力工揚と
の情報を共有し、ネットウーク空間において、取り引きが

行われるバーチャルマーケット(Vntual marlret)を構

築している。さらに、ダイコク電機では、その他の発注メ

ーカーの参加を期待し、協力工揚の生産量の平劇ヒができ

るようにはかり、協カ工場の確保につとめている。. 

 「WOW珊」には、セキュリティ機能付きopフィアー

ウォールを用いており、インターネットにおけるデータの

Res.  Rep.  of Ube National Coll.  of Tech.  No.  44 March 1998
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電送はすべてSSLで暗号化している4。また、協力工場ご

とにユーザ皿)とパスワードを配布し、定期的に更新して

いる。

4. ダイコク電機における経営学的意味

 WWWサーバーを利用すれば、社内情報システムばか

りでなく、必要に応じて、社外の取引先などともそのまま

情報を共有できるのが、イントラネットの最大な特徴の一

つである。従来の企業組織内部において、情報はつねに確

率的正規分布の性格を持っている。それに対して、インタ

ーネットに接続されているコンピュータやLANの間で

は、情報システムを利用できるネットワーク空間を、実質

無限に発展させることが可能である。このネットワーク空

間においては、社員録、提案書、各種のマニュアルなどの

社内情報に限らず、研究開発、販売に関する各種のデータ

を登録し、公開すれば利用者にとって均質的に利用でき

るので、このネットワーク空間はサイバースペース
((遡be準paoe)と呼ばれている。

 ダイコク電機では、高蔵寺工場と協力工場の間に構築さ

れた「WO㎜」が導入される前に、新しレ壮事を発
注する度に、電話やファクシミリの連絡方式をとっていた。

ところが、「営業担当者が電話で発注するこれまでの方式

では、どうしても特定の協力工場に偏ってしまう」という

弱点を持っている【中山(1997)，176珂。なぜなら、受

注量の変動は、ダイコク電機の悩みばかりでなく、協力工

場にとっても問題の一つである。十分な人と余剰な設備を

持つことは、血忌期には売上を伸ばす貴重な経営資源であ

るが、閑散期には逆に過剰資産となって企業経営を圧迫す

ることになる。したがって、ダイコク電機は、協力工場を

長期的に確保し、柔軟な経営体制を確立するには、必要な

ときに、各協力工場に必要な取引情報を均質的に伝達でき

るサイバースペースが必要である。

参麟麟は、この「WO㎜」上のサ
イバースペースによって実現されており、イントラネット

の特徴の一つを構成している。ところが、なぜ情報共有が

強調されなければならないのカ㌔

4:L情報共有の理由

 ダイコク電機では、いつも協力工場の技術指導に悩ま

されている。まず、受発注の時に、協力工場との間に、

CADデータをはじめとする商品の詳細情報、納期などの

取引条件はもちろんのこと、製造方法などをも事前に確認

しなければならない。また、受注が決まったら、品質の確

保と納期遅れ防止のため、ダイコク電機の技術担当者は各

協力工場に出向いて検査機器の使用方法や部品の組立の

ノウハウを説明しなければならない。ところが、「説明を

受けた協力工場の社員が、内容を忘れてしまったり、実際

の作業は別の人が担当したりすること」が、日常茶飯事で

あるため、多くの出向回数と訪問時間が要求される［中山

(1997) ， 176:頁］。

 これらの技術指導の情報は、数1直情報と非数値情報に

わけられ、数値を中心とする内容情報のほhMこ、形状情報、

性質情報および行動情報など非数値情報力遠多く含まれて

いる。数1直情報は、従来の企業の情報システムで処理され、

共有化されているが、数埴以外の情報は、マルチメディア

機器が実用化される前に、処理できなかったため、共有の

対象にはならなかった。「WORKNE r」が導入されてか

ら、受発注業務をはじめ、検査機器や製造機器の借り入れ

も脚0㎜」を通じて申請し、そ囎も、音
声付きの動画像をいつでも参照できるようになった。その

ため、技術担当者の出向訪問回数は「大まhMこ言って3割

程度減らせられる。その分、訪問時は時間をかけて技術指

導ができる」というメリットがもたらされている［中山

(1997) ， 177珂。

 このように、数値情報や電話やファクシミリで伝えら

れなかった非数値情報をもサイバースペースにおいて共

有できるようになり、トータルコミュニケーションを実現

している。

4. 2. イントラネットを必要とする理由

 ところが、上述のサイバースペースによる情報の共有

は必ずしもイントラネットを構築しなければならない理

由はない。なぜなら、情報の共有はインターネットにおい

ても実現でぎるからである。イントラネットがインターネ

ットと著しく異なる点はファイアーウァー・一・ルの設置であ

る。インターネットにファイアーウォールなどを設置し、

閉鎖的ともいえるイントラネットを構築する必要性につ

いては、前述したように、オープンな構造を持っているが

ゆえに、内部情報の漏洩問題が生じやすいというリスクを

持っているからである。企業組織は営利団体である限り、

経営資源の優位性を保持する必要がある。情報の漏洩は、

企業の存続に関わる重要な事項である。しかしながら、フ

ァイアーウァールの設置は、セキュリティによるところが

大きいが、それだけの理由ではない。オープンなネットワ

ーク環境において、ファイアーウォールを設置しなければ

ならない最も根本的な理由は、組織の効率牲への追求であ

ると思われる。

 情報の漏洩とは、ある組織の実体という範囲を意識し

ていることを意味する。情報の伝達は、この範囲を越えた

時点において、情報の漏洩が生ると考えられる。それでは、

オープンなネットワーク環境において、なぜ組織の境界線

4SSLはSecure S〔)Cket】Layerの略である。
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をもうけなければならないか、言い換えれば、このことは、

組織の形成理由とは何かという問題に置き換えられる。

 経済祉会において、それぞれの組織形態が形成され、

その組織形態を評価する基準の「つは効率性である。ある

意味では、効率性はあらゆる組織の存続を決定するもっと

も重要な要因の一つである。

 社会の需要と供給のバランスの維持、効率的な資源配

，分の実現は、市場の価格システムによって達成されている。

ところが、この価格システムは、利己主義制動機に基づく

ものであるという倫理的問題のほかに、①所得の公正な

分配を与えるものではないこと、②価格をつけられない

モノが存在するという問題を抱えている。

 個人の欲望と価値の共同的測定が基本的に不可能であ

り、また、コミュニケーションの不拠｝ら、燗肚
の信頼という経済財を得しようとすオalま」時間と費用が力綱、

る。信頼財は非常に重要な実用的価値を持っているにもか

かわらず、容易に購入できるモノではない。組織参加の契

約にサインしたとしても、相互信頼が簡単に得られないが、

組織メンバーに参加意識と帰属意識を持たせることがで

きるため、協力関係がよりいっそう実現しやすいと考えら

れる。したがって、燗麟を繊の醐けることによ
って、信頼財の入手が市場の価格システム麻lj用と比べる

と、. より容易になる。ζのように、市場のほh9こ集団的行

動の利点を実現するために、企業や政府などの組織が形成

されている。ここでいう集団的行動の利点とは、個人的価

値をいっそう実現できるという個人的合理牲の領域の拡

大である。アローは組織の形成理由を考察するときに、「組

織とは、価格システムがうまく働かないような状況の下で

・・ W団的行動の秘点を実現するための手段である」と明確に

指摘しているPK JArrow(IEV74》129頁1。

 価格システムの働きを部分的に遮断し、効率性を実現

する方法は、いままで制度的存在である組織形態しか存在

しなかった。ところが、イントラネットの導入で、組織形

態を問わず、すべての情報が共有可能な均質の空間が形成

されている。また、従来の同一企業の部門間の垣根を取り

払い. '異なる経営組織間の懸隔をも消えさせてしまう事態

が生じている。組織形態のメリットを維持し、その効率性

を追究する方法として、技術的な存在というファイアーウ

ォールが形成されたと考えられよう。一

43. 情報共有とコミュニケーション

価格システムの働きが部分的に遮断された組織におい

ては、イントラネットの導入によって、情報がサイバース

ペースに伝達さ駄ユーザ」が必要に応じて閲覧すること

ができる。ところが、企業経営において、情報共有は組織

の効率性を向上させるための手段であって、目的ではない

ことを見逃してはならない。情報の共有は、組織員間のコ

ミュニケーション活動を促進し、意思決定の迅速さと正確

さに役立ち、最小のコミュニケーションコストで、最大の

産出である意思決定とその結果を得ることを目的として

いる。

 費用発生の角度から観察すると、市場と組織には、資

源配分をおこなう機能を果たしうる代替的な関係がある

ことが明らかであろう。市場を通じて行われている経済活

動が組織化される理由について、取引費用と組織化費用と

のバランス関係にあると、コースは指締している。コース

は、「tiEは鷺洲麟という報によってまったく分
権化した方法でなされうるが、その生産物の取引に入るや、

なんらかの程度の費用が発生する。そのため、市場を通じ

て取引を実行ずるための費用にくらべて、それ力沙ない費

用ですむときには、市場でなされていた取引を組織化する

ために企業が生まれるのである」［Cbsse(1988》，9珂

と説明している。ここでいう「取引を実行するための費

用」とは、・取引費用を意味し、具体的にいうと、取引が行

われる時に交渉をしょうとする相手が誰であるかを見つ

けだす費用、交渉費用、. および取引条件の伝達費用、契約

締結費用、契約実行監督費用などの外部コミュニケーショ

ンコストである。これらの費用の低下をもたらす方法は取

引を組織化することである。，

1組織の取引費用の内部化は、外部コミュニケーション

コストの節約を目的としている。ところが、組織の内部化

は「組織化費用」という内部コミュニケーションが伴うも

のである。したがって、「企業の規模の限界がどこで画さ

れるかと言えば、それは、取引を組織化する費用が、それ

を市場を通じて実行する場合費用と等しくなるところで

ある」【Coasβ(1988)，9頁1。つまり、従来の組織は、

散引費用などの外部コミュニケーションを最小限に押さ

えるために発生するものであり、その規模は外部コミュニ

ケーションコストと内部ゴミュニケ■・・…ションコストとの

バランスによって決定されると理解できよう。

 ダイ'ヨク電機の事例からわかるように、サイバースペー

スに形成されたダイコク電機と約40カ所の協力工場と

の「組織1は従来の市場と組織の概念と異なって、中間組

織と呼ぶべきものであり、金融b人的資源の組織内配分を

別にすれば、業務の連携プレイはイントラネットという情

報ネットワークの上で行われているので、法的な会社の枠

を越えたサイバースペースの上でのバーチャル・コーポレ

ーション(V㎞1al Co叩。鳳㎞)である。

 バーチャル・コーポレーションにおける情報の共有は、

限られた範囲の情報共有(Bounded Iri nabon
伽d)であり、上述のコミュニケーションコストを最

小限に押さえることを目的としている。ダイコク電機のバ

ーチャル・コーポレーションは、関係協力工場の組織化を

通じて、相互信頼を形成し、取引費用などの外部コミュニ

ケーションコストを最小限に抑えることができている。と

Res.  Rep.  of Ube National ColL of Tech. li No.  44 March 19. 98
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ころが、その組織の規椥ま、伝統的な組織と異なって、協

力工場の人件費、設備の投資などの組織化費用がかからな

いため、組織者ばかりでなく、それぞれの参加者もその自

身の規模を維持しながら、規模の経済性を享受することが

でき、市場のニーズに柔軟に対応することができる。

 コミュニケーションコストの軽減は、情報の伝達と密

接に関連している。イントラネットの導入で、「組織1内

部における情報伝達の変化が見られる。いろいろな人の意

見が簡単に聞けること、会議の無駄な時間の減少及び手続

きや事務的な調整の苦労の軽減など社員間のコミュニケ

ーションを促進する一方、事務連絡のスピードが極端に向

上したことや意思決定が早くなったことなど、情報伝達の

即時性が強調される事例が多く見られる。同じ規模の企業

では、製品の開発から販売までの時間を2倍短縮すると、

2倍または2倍以上の効果を持つことになる。現在、人、

モノ、金、情報に、第5の経営資源として「時間」が提唱

されているのが、このスピードの経済性によるものである

と考えられる。イントラネットは、スピード経済性を実現

する重要な手段の一つである。

 上述のことからわかるように、イントラネットは、オ』

プンなネットワーク環境に組織の閉域性を持たせ、あたか

も一つの専用情報ネットワークのように利用可能とした

方法であり、ファイアーウォールの設置を通じて、境界線

を持ったサイバースペースを出現させ、参加するメンバー

に限られた範囲において情報の共有を実現した。この限ら

れた範囲における情報の共有は、組織内部のコミュニケー

ションを促進し、コミュニケーションコストを節約し、組

織内部の意、思疎通の迅速性を実現するものである。

5. 組織構造の変化

組織と市場の間に、中間組織の存在がよく指摘されてい

る。筆者は、「日本の中間誕職は系列企業として登場して

きた。…バーチャル・コーポレーションは日本の系列企

業に対抗するためにアメリカで考案された組織形態であ

る」と説明し、両者の相違点について分析していた【伊藤

(1994)，14珂。バーチャル・コーポレーションは、顧

客の注文に応じた製品の生産が大量生産の製品より早く、

安レ値段で生産できるというメリットを有しているが、設

備投資の問題や、対面接触による情報交換問題、および企

業間の共存・競争問題を抱えていることを指摘していた

【伊藤(1994)，23-25 A。以上の分析から、これらの

問題はイントラネットの導入によって解決できると考え

られる。それでは、イントラネットをベースとしたバーチ

ャル・コーポレーションと情報ネットワークをベースとし

た系列企業との関連についてみてみよう。

 自動車産業のトヨタ企業グループは日本の代表的とも

いえる企業系列の一つであるといえよう。トヨタは、ダイ

コク電機と同じように中間組織の形態をとっている。トヨ

タは、完全なファブレス生産戦略をとっていないが、約7

割の部品生産は外注に頼っている。また、リードタイムを

短縮するための情報伝達の重視や品質を確保するための

部品メーカーへの技術指導の実施など多くの共通点が見

られる。どころが、両者の企業間関係などに次のような相

違点が見られる。

企業の戦後再建など歴史上の原因で、トヨタは系列企

業という中核企業一下請け企業の企業間関係を中心とし

て形成されている。重要な部品取引はスポット的ではなく、

継続的であり、おもに1社力＼または2社に頼っているg

こ駕ま、厚い企業間信頼関係に築かれており、コミュニケ

ーションコストを節約し、取引をスムーズに行いうる重要

な条件である。コンピュータ通信技術を導入した後も、こ

のような取引関係が維持されており、協力関係を強化する

ことによって、現状のまま規模の経済性を享受でき、下請

企業との関係の調整を通じて環境の変化に柔軟に対応で

きる中間組織の禾i庶を享受している。ところが、この種の

取引関係は、①取引関係が固定的になりやすいので、競

争メカニズムが働きにくいこと、②新規参入者が参入し

にくいことなどの欠点がある。さらに、ジャストインタイ

ム生産が実施されているため、部品メーカーが生産し、供

給できない事態が起きたら、生産システム全体に大きな打

撃が避けられない状態である。1997年2月アイシン精機

の刈谷工揚の火災による損失はその一例である。

 トヨタの企業系列における企業間の連結は、より固定的

である。そ湘ま、株式の持ち合いや、出向という人的派遣

関係などによるものであり、その取引は排他的、閉鎖的な

性質を持っている。

 そ湘こ対して、ダイコク電機では、技術指導を除けば、

単純な市場取引に近い自由競争的な企業間関係を築いて

いるが、スポット的な相縣ではない。Fwomm」
に参加する企業は互いに対等な取引関係にあるため、より

ダイナミックな生産体制となっている。サイバースペース

における取引関係は開放的で、流動的である。現在の40

カ所協力工場をさらに増やし、イントラネットの範囲を拡

大しようとしている。協力工場を確保できればダイコク電

翻0㎜1はもりとも翻な蜘鋤
るといえよう。

5. 2. 組織構造のフラット化

企業における組織構造はフラット型であるとよくいわ

れている。組織構造のフラットの理由について、意思決

5. 1. 礁と脚0㎜」

宇部工業高等専門学校研究報告 第44号 平成10年3月



106 伊藤 孝夫

第4図経営組織の形態

相互関係

継続的関係

スポット的関係

バーチャル・コーポレーション 情報化二二

完全競争市場 プロジェクトチーム

一

         高い

定の三遠化㍉市場へのアクセスの時間などのスピードの経

済性、上意下達の機能しか果たしていない中間管理職の不

要論などの主観的原因に求める分析が多く見受けられる。

ところが、この種の組織形態は. '個人の業務権限の範囲が

はっきりしている欧米企業においてよく見られるだけで

なく、日本企業においても同様な現象がみられる。その理

由は組織の構造が情報の伝達方式と関連しているからで

ある。

 従来のピラミッド組織において、情報は主に口込みや、

対人接触というやり方で伝達されている。電話やファクシ

ミリなどを導入した後も、伝達の経路が変わらず、そのた

め、上司はいづもより多くの情報を持って、部下に命令し、

指導す66会社の情報は社長をはじめ、経営管理者にもっ

とも集中し、そして中間管理者、現場指揮者、作業員の順

に集中され、分布されている。そのため、組織の構造も、

それに応じて、ピラミッド的な構造となっている。

 とこちが、サイバ・一一一・スペースの出現で、情報の分布は均

質的になり1社長も、従業員も、WWWサv一・一バーに登録し、

発信すオ｛ば、リアルタイムに情報が均質に伝逢することが

できる。結果的には、従来の中間管理者の上意下達がいら

なくなり、経営のスピードによる経済性が達成される。し

たがって、伝統的なピラミッド組織からフラットな組織へ

の変化は、サイバースペースの出現によって達成されてい

る。

5. 3. 組織構造の理想像

 市場と組織との関係を分析するときに、関連企業間の取

引は市場取引と組織内取引に分けられる。市場取引は、一

過性的、単発的であるので、スポット取引といわれている。

抵い  協力の細動性

それに対して、組織内取引は、競争原理ではなく、信頼関

係の上に行われているため、継続的取引であると理解でき

よう。中間組織において、異なる組織形態を持ちながら、

継続的取引をとっている場合が多い。'

 組織の構造は、上述の組織参加者の相互関係影響を受け

ながら、組織参加メンバーの協力関係の強弱影響をも受け

ている。経営組織の形態は、構成員の相互関係と協力関係

の二つの角度から見ると、第4図のようにまとめられる。

 第4図の左下のボックスは、協力関係の流動性が高くて、

その相互関係はスポット的であることを指しており、完全

競争市場において行われている場合が多い。たとえば、家

計がスポット的な買い物活動、企業間の散発的な取引、建

設工事の入札などがその事例である。

右下のボックスは、完全競争市場の場合と同じスポット

的な相互関係であるが、その協力関係の流動性が低いこと

を特徴としている。その代表的な組織形態はプロジェクト

チー一一・一ムが取り上げられる。こ淘ま、通常参加者間の共通目

的が要求され、密接な協力関係は、その共通した目的を達

成する手段である。一旦その共通目的を達成すれば、その

場で解散し、別のメンバーとの共通目的が形成されると、

新たなチームが誕生する。職人による集団の結成や新製品

の開発などの蝪合に用いられるケースが多い。

多くの日本の企業が右上のボックスで示されている情

報化企業の形態をとっている。情報化企業とは、日本的コ

ミュニケーションの慣行や日本的取引様式などに影響さ

れ、情報化の投資は、工場の自動化や仕事の効率化を実現

するための手段であって、コミュニケーションを促進する

道具と考えていない組織を指している。これらの企業では、

情報化の進行につれて、従来の組織構造と業務の流れとの

衝突が起き、業務プロセスの見直しやコミュニケーション
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の様式の変化が促されるので、いずれにしても、バーチャ

ル・コーポレーションへの転換が求められる。

 もっとも理想的な組織構造は左上のボックスのバVチ

ャル・コーポレーションである。バーチャルコーポレーシ

ョンは、継続的取引関係を維持する日本的な取引慣行をベ

ースに、イントラネットなどの情報技術を利用して、より

広範囲な協力関係を求めるダイナミックな企業組織形態

である。それは、コンピュータソフトの開発関係の企業ば

かりでなく、製造業や販売店などほとんどの業者に適用さ

れるものである。

 市場取引を重視してきた米国の自動車業界は、系列取引

をはじめている。現在、アメリカの製造業の復活を支えて

いるアージャル生産(Agile ProductiOA俊敏生産ともい

う)は、このバーチャル・コーポレーションをベースとし

たものである。一方、トヨタは1996年7月に、新版「サ

プライヤーガイド」を発行し、購買方針を内外に示してお

り、系列取引を優先する従来の政策を採りながら、より広

範囲の協力企業を求めている。

 イントラネットを導入して、市場競争的な原理を生かし

ながら、規模の経済性を享受するダイコク電機は理想的な

情報システムを構築しており、バーチャル・コーポレーシ

ョンを実現した代表的な事例の一つであるといえよう。

6. むすび

 「WRO㎜」構築後のダイコク電機は、伸び悩んだ
売上高も急速に伸盛まじめており、 「理想的な製造業の

姿」であり、または「少なくとも理想的な製造業の姿に一

歩近づけたもの」であると評価されている。ところが、全

国のどこからでも安価に接続できるというメリットを持

つと同時に、通信品質が安定しないことや、セキュリティ

の確保が困難であるという欠点をも持っている。

協力工場ごとにIDとパスワードの更新を定期的に行

われており、そのデータも、SSLという暗号化技術を用

いて伝達されているが、万全なものではない。

 さらに、指摘しておきたいのは、サイバースペースであ

るため、参加者に単一な発想をもたらす危険性も併せ持っ

ているという問題点である。いわゆる発想の均一化という

問題が生じやすい。そうすると、サイバースペースにおい

て、いくら情報交換しても、新しい発想が生まれてこない

し、企業の意思決定に役立つような情報の提供もできない

であろうと思われる。

 インターネット技術の導入で、必ずしも組織の効率性を

向上できるものではない。かつてRLアコフは経営管理

者の情報処理能力をよく検討した結果として大量の情報

は情報の洪水を来たし、企業の経営にかえって不能率を招

くものであると指摘したBusse皿L Adkoff(1967)，B・

147-B・156〕司。こ湘ま、情報利用の問題である。つまり、

組織の風土は情報の利用に向いていなければ、せっかく導

入されたイントラネットも機能できなくなり、また、情報

を共有できても、これらの情報をいかに活用できるh9ま人

に依存している。すなわち、情報共有の問題は突きつめて

いけば情報利用の問題であるといえよう。

 しかしながら、イントラネットは情報システム構築のツ

ールであるため、普及する傾向を見せている。インターネ

ットの発達で、上述問題が解決され、バーチャルコーポレ

ーションの実現のためにプラットフォームを提供し、導入

している企業に経営資源の優位性をもたらしている。現在、

ボーダーレスのグローバル社会では、生き残るための重要

な選択であろうと考えられる。
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